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表紙

上記事項は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株
主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しておりま
す。

第９期定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表

（2022年４月１日～2023年３月31日）

株式会社SHINKO
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株主資本等変動計算書

(2022年 4 月 1 日から
2023年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資 本

準 備 金
資 本 剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利
益 剰 余 金

利 益 剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 100,000 － － 25,000 865,351 890,351 990,351 990,351

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 80,960 80,960 80,960 161,920 161,920

剰 余 金 の 配 当 △8,570 △8,570 △8,570 △8,570

当 期 純 利 益 481,563 481,563 481,563 481,563
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 80,960 80,960 80,960 － 472,993 472,993 634,913 634,913

当 期 末 残 高 180,960 80,960 80,960 25,000 1,338,345 1,363,345 1,625,265 1,625,265

株主資本等変動計算書

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

(1) 資産の評価基準及び評価方法
１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

①　棚卸消耗品、仕掛品 個別法による原価法を採用しております。
②　棚卸部品 月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物附属設備　　　　３～18年
工具、器具及び備品　２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採
用しております。

(3) 引当金の計上基準
①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当期負担額
を計上しております。

個　別　注　記　表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

－ 2 －
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個別注記表

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づき退職給付
債務額を計算し、社外に管理を委託している期末年金資産額を
控除した必要額を計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準に
よっております。
・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法により費用
処理しております。　数理計算上の差異については、各事業年
度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は、以下の５つのステップアプローチに基づき、収益を認識しております。
　ステップ１：顧客との契約を識別する
　ステップ２：契約における履行義務を識別する
　ステップ３：取引価格を算定する
　ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
　ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
　当社は、保守サービス事業では主に保守・運用サービスの提供、ソリューション事業では主に
OA機器の販売と設置・設定サービスの提供、人材サービス事業では人材派遣といった取引を行
っております。保守・運用サービスの提供においては、顧客と締結した契約に基づき、そのサー
ビス提供期間にわたって履行義務が充足されると判断しており、期間経過に伴い収益を認識して
おります。OA機器の販売と設置・設定サービスの提供においては、商品の引き渡しまたは役務
サービスの完了時点で顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足される
と判断しており、当該商品の引き渡しまたは役務サービスの完了時点で収益を認識しておりま
す。人材派遣においては、派遣契約に基づき労働力を提供する義務を負っており、当該履行義務
は派遣社員による労働力の提供に応じて充足されると判断しており、派遣社員の派遣期間におけ
る稼働実績に応じて収益を認識しております。
　なお、収益は顧客との契約において約束された対価から、値引きを控除した金額で測定してお
ります。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

－ 3 －
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個別注記表

①　資産除去債務の処理方法 事務所の賃貸借契約について、将来発生する原状回復
費用に対する見越経理を行うため、資産除去債務を計
上しております。減価償却の方法については、一般的
な建物附属設備の耐用年数15年を採用し、残存価額
を零とする定額法を採用しております。
なお、将来発生する原状回復費用を現在価値に割り引
く際に用いる割引率は、日本国債の金利によっており
ます。

②　のれんの償却方法及び償却期間 のれんは、その効果の発現する期間を合理的に見積
り、当該期間にわたり均等償却しております。

２．会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額
458,546千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社は、将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより、
繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは翌事業年度の事業計
画に基づいております。
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前
提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、繰延税金資産が減額され税金費用が計上
される可能性があります。

－ 4 －
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個別注記表

極度額 1,000百万円
借入実行額（2023年３月期　短期借入金） 300百万円

700百万円

場　所 用　途 種　類 減損損失額

テクニカルセンター
（東京都台東区）

事業用資産

建物附属設備 1,682千円
工具、器具及び備品 29千円
事務所賃貸借契約に係る資産除去債務
に対応する除費用

603千円

合　計 2,315千円

３．貸借対照表に関する注記
(1) 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率かつ安定的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結して
おります。また、当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりで
あります。

４．損益計算書に関する注記
(1) 減損損失

　テクニカルセンター移転決定に伴い現センター（東京都台東区）が保有し移転後の継続使用
を行わない資産につき減損損失を認識するものであります。減損損失の内訳は次のとおりであ
ります。

　当社は、部門別に資産のグルーピングを行っております。
　上記資産については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に計
上しております。
　なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しており、使用価値を
ゼロとみなしております。

－ 5 －
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個別注記表

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末 の
株 式 数

普 通 株 式 1,714,000株 80,000株 －株 1,794,000株

①　株式の種類 普通株式
②　配当金の総額 8,570千円
③　１株当たり配当額 ５円
④　基準日 2022年３月31日
⑤　効力発生日 2022年６月22日

①　株式の種類 普通株式
②　配当の原資 利益剰余金
③　配当金の総額 125,580千円
④　１株当たり配当額 70円
⑤　基準日 2023年３月31日
⑥　効力発生日 2023年６月28日

５．株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）発行済株式の数の増加は、2023年３月22日付で東京証券取引所スタンダード市場に新
規上場したことに伴う公募増資によるものであります。

(2) 剰余金の配当に関する事項
１）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2022年６月21日開催の定時株主総会決議による配当

２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2023年６月27日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。
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個別注記表

（繰延税金資産）
賞与引当金 67,605千円
退職給付引当金 362,916千円
資産除去債務 18,658千円
事業整理損 14,752千円
未払事業税 15,358千円
その他 67,875千円

繰延税金資産　小計 547,167千円
評価性引当額 △84,056千円
繰延税金資産　合計 463,111千円

（繰延税金負債）
資産除去債務に対応する除去費用 4,564千円

繰延税金負債　合計 4,564千円
繰延税金資産の純額 458,546千円

法定実効税率 30.62％
（調整）

住民税均等割等 2.22％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.16％
評価性引当金の増減 △1.95％
税額控除項目 △3.50％
税率変更による影響 7.57％
その他 1.52％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.64％

６．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差
異の原因となった主要な項目別の内訳

－ 7 －
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個別注記表

(3) 法人税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　2023年３月22日の株式上場に際して行われた公募増資の結果、資本金が増加したことによ
り、外形標準課税が適用されることになりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用され
る法定実効税率は、2022年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ
いては34.59％から30.62％に変更しております。
　この税率変更により繰延税金資産の金額が57,559千円減少し、法人税等調整額が同額増加して
おります。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、設備等の一部については、所有権移転外
ファイナンス・リース契約により使用しております。

８．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

１）金融商品に対する取組方針
　設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。運転資金及び
賞与等季節資金については、原則として、手許資金で賄っております。

２）金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金、未収金は、顧客の信用リスクに晒されております。営
業債務である買掛金、未払費用は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。営業債
務は、資金調達に係る流動性リスクに晒されております。

３）金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　与信管理規程に従い、取引先毎に適切な与信限度額の設定を図っております。また、発生
した営業債権については、債権管理規程に従い、営業部門と経理部門が連携して回収状況を
定期的にモニタリングし、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　月別予算計画及び営業部門からの高額取引報告に基づき、経理部門が適時に資金繰り計画
を作成・更新するとともに手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。
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個別注記表

種 類
会社等の
名 称

議決権等の
所 有 ( 被 所
有 ) 割 合

関 連 当
事 者 と
の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

主要株主
(会社等)

ＰＨＣ
株式会社

被所有
直接

14.8％

営業上
の取引

同社製品の保守
受託（注１）

2,074,030
売掛金 318,272

契約資産 144,259
同社製品の仕入
（注２）

749,459 買掛金 77,483

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　当社の保有する金融商品は、いずれも短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。

９．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）保守料の金額は、ＰＨＣ株式会社の保守サービス会社向けホームページ内の料金表に

記載されており、保守サービス受託企業は、当社も含め一律同額にて保守をしており
ます。売上の取引枠は、取締役会にて承認可決されております。

（注２）部品の仕入金額は、ＰＨＣ株式会社の保守サービス会社向けホームページ内の料金表
に記載されており、保守サービス受託企業は、当社も含め一律同額にて仕入れており
ます。仕入れの取引枠は、取締役会にて承認可決されております。

（注３）当社のその他の関係会社であったＰＨＣ株式会社は、2023年３月22日に当社が株式
上場したことに合わせ、保有する株式の一部を売却したことにより、当社のその他の
関係会社に該当しないこととなりましたが、本異動後も引き続き当社の関連当事者に
該当しております。
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個別注記表

保守サービス
事業

ソリューション
事業

人材サービス
事業

合　計

一定期間にわたって認
識する収益

3,360,261 24,179 1,813,168 5,197,609

一時点で認識する収益 1,197,426 9,187,912 365,765 10,751,105
合　計 4,557,688 9,212,092 2,178,933 15,948,715

（単位：千円）
期　間 当事業年度

１年以内 346,384
１年超２年以内 311,880
２年超３年以内 222,571
３年超４年以内 137,822
４年超 81,816

合　計 1,100,476

１０．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおり
であります。なお、顧客との契約において約束した財又はサービスの対価は、その財又はサービ
スが顧客に移転した時点から主に３か月以内に回収しております。

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約資産の残高等

　契約資産は、一定期間にわたって認識する収益のうち、当事業年度中に未請求であるもの
の残高であります。これらは請求から主に２か月以内の回収を想定しております。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとお
りであります。
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個別注記表

(1) １株当たり純資産額 905円95銭
(2) １株当たり当期純利益 280円53銭
(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 274円41銭

１１．１株当たり情報に関する注記
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